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か？この戦略的通商政策の是非について検討することがこの論文の目的である。   
1   戦略的通商政 とは？  







q：自国の生産量 q☆：相手国の生産量 R（q☆）：自国の反応曲線 R（亜：相手国の反応曲線  
A：助成金投入以前の均衡点 B：助成金投入後の均衡点  
＊）ここでは、経済主体が自国と相手国の2つしか存在しないとし、かつ市場はその2つに影響のない  
第3国である、とする  
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［Ⅰ］自由貿易論   
そもそも自由貿易論は本当に妥当性を持つ理論なのか？自由貿易論の概要を踏まえつつ、  
















ていく。   
新貿易理論が自由貿易論と最も異なる箇所は、新貿易理論が産業の規模の経済性・収穫  
逓増を前提としてその結果、その産業で国際的に不完全競争が行われる可能性があること  
を認めている点である。 この点についてより詳しく検討するために、特に各国で戦略的通  
商政策として最も政府介入が実施されているハイテク産業を例に踏まえながら新貿易理論  
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って、いち早く産業を発展させた国だけが次第に競争力を高めていくため、国際的に不完  
全競争になりやすく、収益性が高い。一方で国防上、ハイテク産業は極めて重要であるた  












一規模の琴済性のダイナミズム一   
戦略的貿易理論の最も重要なキーワードは規模の経済性であるが、より詳しくこの理論  
を検討するために、ここでは規模の経済性の動学的視点を加え、そのダイナミズムについ  





いがあるのはなぜだろうか？   
伝統的理論では、外的環境の違い、つ′まり消費者の噂好だとか、天然資源の賦存状況な  
どの差であると考える。そして、この「比較優位」を揺るぎないものとしてとらえ、唯一  
















一戦略的通商政策と圧力による通商政策との違い－   
しかし、保護によってこれから収穫逓増や規模の経済性が望めそうもない産業に対して  
も高関税などによって自国産業を保護している場合も多く見受けられる（アメリカの砂糖  








一戦略的通商政策理論と幼稚産業論との違い一   
伝続的理論の中には、産業政策において積極的に政府介入を推進する理論として、幼稚  
産業論が挙げられるが、戦略的通商政策理論とその理論との違いは何であろうか？   
まず、幼稚産業論では、成長すべき産業が資本市場において十分な資金をえられず、そ  
のため、十分な成長を遂げられない状況において、政府がその産業の将来性を正確に予測  
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ー戟略的通商政策の手段一   
今までは戟略的通商政策の理論的根拠を模索してきたが、これからは戦略的通商政策の  
主な具体的手段について見てみることにする。  





［Ⅱ］高関税（アンチ・ダンピング関税等）   
これは、貿易相手国のダンピングなどによって自国の特定産業の利潤が不正に損なわれ  
たりすることを防ぐ目的や、単純に自国の特定産業を保護する目的で貿易相手国の輸出に  
村して高関税を課すことを指す。   
これによって自国の企業利潤は増大するが、貿易相手国の企業利潤と自国の消費者余剰  
は輸入品の物価上昇、それによる国産品の便乗値上げ等によって減少してしまう。  
［Ⅲ］輸出自主規制（Ⅵ）1untaryExportRestraints、VER）   
これは、自国の特定産業が他国との競争において、政府が容認できるほど劣位に立たさ  
れていると判断した場合、他国に自主的に輸出数量制限を促すことで自国の産業を保護す  





［Ⅳ］輸入自主拡大（Ⅵ血ntaryImportExpansion、ⅤIE）   
これは、自国の特定産業が貿易相手国の市場で自国政府が容認できないほど不当に扱わ  
れ市場でのシェアが小さすぎると判断した場合に、相手国に自国の特定製品の輸入拡大を  
要求することで自国産業の産出拡大をはかるものである。   
しかし、この行動は相手国産業のシェア獲得のインセンティブを減殺させ価格上昇を招  
き、自国産業も値上げに追随すれば相手国の経済厚生を低下させることになる。   
以上より、戦略的通商政策の手段は自国の産業や相手国の動向によって大きく左右され  
るため、期待する効果が得られるかどうかは暫定的である。  
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一為替レートの変動と戦略的通商政策－   











一括  論一   










2  戦略的通商政 の実態  
≪アメリカとヨーロッパの航空機産業における戦略的通商政策≫   
第1章では戦略的通商政策を理論的な側面からみてきたが、第2章ではより具体的にど  
のような形で戦略的通商政策が行われているか、について見ていくことにする。  


















－エアバス参入の効果－   
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べきであるとの声が広がった。   
しかし、戟略的通商政策の発動によるヨーロッパの報復を恐れて政策発動は見送られ、  
通商摩擦解決のため1986年から1992年にかけて断続的な2国間の交渉が行われた0   
アメリカの主張は、ヨーロッパの航空機産業への助成がこの産業の競争を不公正にして、  
そのためにアメリカの航空機産業が大きな打撃を受けている。ゆえにヨーロッパは航空機  
産業への助成金を止めるべきである、というものであった。   
一方ヨーロッパの主張は、今までの助成はヨーロッパの航空機産業という幼稚産業を育  
成するべきためのものであり、「競争上の不公正」を正すものである、、というものであっ  
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企業利潤が減少し大きな打撃を受けた。しかも、ますます強大になる他国との競争と軍事  







業でありそのためにエアバスが成功できた面も大きい、といえよう。   
第3章戦略的通商政策の妥当性   
ここからは今までの理論と実態を踏まえた上で、果たして本当に戦略的通商政策に妥当  




的な判断材料として、   
（・）なぜ政府介入をしなければならないか？   
・特定産業が自国にとって極めて重要な産業であるからか？   
・貿易相手国が介入を行っており自国も介入しなければ自国の経済厚生を縮小させる  
可能性があるからか？   
（・）政府介入を行っても自国の経済厚生を損なわないか？   
・特定産業は政府の期待通りに成長する産業なのか？   
・他の産業への影響は大丈夫か？   
・特定産業の効率化を促進できるか？競争緩和による非効率の温存にならないか？   




［なぜ政府介入をしなければならないか？］   
政府介入を行う大きな理由は2つある。それは、対象産業が自国にとって極めて重要な  
産業であること・貿易相手国がすでに政府介入を行っていること、である。   
対象産業が自国にとって極めて重要な産業である、とする。たとえばハイテク産業や航  
空機産業は高付加価値産業でありかつ将来性が高く、規模の経済性を発揮して大きく成長  























きな位置を占めるエアバスの育成に成功した。   















測不可能である。   
次に、対象産業に政府介入を行うということは政府が他の産業よりも優遇することであ  
り、結果的に他の産業に打撃を与える。それによる損失を考慮して対象産業に助成金を与  











争が激しすぎる場合には幼稚産業という理由である程度の保護も必要であろう。   































失よりも政府介入のメリットを十分発揮できる産業であること。   
（・）対象産業が効率化できるような競争環境が整っていること0   
























大が望めないので価格を吊り上げるインセンティブが高まるので、その効果はVER とさ  
ほど変わらない。   
以上より、手段別に見ると助成金は効果が他国にも波及するため報復の可能性が薄いが  
財政収支悪化と言うデメリットがある。VERやⅤIEは市場に直接介入するため効果は大  
きいが、相手国には何らメリットが生じないので他国の報復を受けるメリットが大きい。   
よって戟略的通商政策を行なうかどうかは、その産業の特質や相手国の対応、そして政  
策手段の効果を総合的に考慮する必要がある。  





外的環境を踏まえて最も望ましい手段を講ずる必要がある。   
よって、戦略的通商政策が妥当かどうかは産業の特質・外的環境・手段の効果を総合的  
に判断して考えねばならない。   
第1牽から第∂章まで戦略的通商政策の必要性・具体的手段・効果・妥当性などについ  
て理論的側面と実態を通して論じてきたがここでその内容をまとめてこの論文を締めくく  





38   
この場合考慮しなければならないのは、成長産業の成長性、対象産業への政府介入のメ  
リットがそのコストよりも大きいかどうか、他国の報復の可能性が十分小さいかどうかを、  
政策手段の効果も踏まえて予測しなければならないことである0   
もしも以上の前提がクリアされるならば、戦略的通商政策は自国の経済厚生を高めるた  
めに有効であろう。  
以 上  
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